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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 定足数に達しており

ますので、３日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 昨日に引

き続き、市政に対する一般質問を行います。

５番加澤明議員の登壇を願います。

○５番（加澤 明君） おはようございま

す。みさわ未来の加澤明です。

質問をする前に一言。昨日の一般質問の中

に、私のする質問と類似しているものがあり

ますが、私なりに質問したいことがあります

ので、通告どおり質問させていただきます。

それでは、１点目、独居老人対策につい

て。

少子高齢化の中で、市長は、２期目の公約

の中に中学生までの医療費の無料化を挙げて

おり、実現されれば、子育て支援の一つとし

て、大変重要な施策となることは間違いない

と思います。安心・安全なまちづくりをして

いく中で、このような施策が少子化対策や若

年夫婦の市内定住化につながるはずと思いま

す。

そこで、次は高齢化問題です。特にその中

でも、独居老人問題ですが、私が確認した三

沢市の独居老人は、平成２１年２月１日の時

点で９６１名、平成２２年同時期、１,０１

６名、平成２３年同時期、１,０９０名と、

６５歳以上の独居老人の方は増加傾向にあり

ます。また、この数の中には、生活保護受給

者も約２割ほど含まれております。

私は、三沢市の人口から見て、この数が少

ないか多いかは別としても、行政も市民の方

も注視して考えなければならない問題と思っ

ています。

特に、三沢市の独居老人が多いのは、戦

後、基地のまちとして栄え、多くの方が全国

各地から集まり、親戚も友人も少ない中で、

三沢のために頑張ってきた方が数多くおられ

るからです。

しかし、その一方では、孤独死されている

方がいるのも現実です。中には、死後数日も

発見されない場合もあるのです。この現実

は、本当に悲しいことではないでしょうか。

私は、独居老人の方にも安心・安全な生活

ができるまちづくり、三沢に生涯住んでよ

かったと思える充実した施策が必要だと思い

ます。特に、独居老人の安否確認のできる施

策が急務かと考えられます。

現在、三沢市でも独居老人対策を行ってい

ると思いますが、ひとり暮らしの高齢者の不

慮の事故や不安解消のために、どのような施

策やサービスを行っているのか、また、生活

環境がますます変化する中で、地域と行政が

一体となり、独居老人の安否確認を含めた充

実した利用サービスを考え、対応していかな

ければなりません。

しかし、これは行政だけではなかなか難し

い一面もあり、地域ぐるみでひとり暮らしの

高齢者を見守る体制をつくるという地域力を

高めることも必要なのかもしれません。

そこで、これらのことを踏まえ、今後、行

政としてどのように独居老人問題に対応して

いくのかをお伺いします。

続いて、２点目、電力使用量１５％削減に

ついて。

７月１日、本日９時から、この削減の法令

が施行されました。

そこで、各電力会社では、東日本大震災に

よる福島第一原発事故、また、それを受け、

定期検査中だった原発の再稼働の時期の見通

しのめどの立たないことや、菅直人首相の要

請によって運転停止を行った浜岡原発などの

影響で、電力消費量がピークを迎える夏場の

電力不足が懸念されています。

国は、その対応策として、昨年夏ピーク時

電力使用量の１５％削減を原則義務づけ、故

意に違反した場合は１００万円以下の罰金が

科せられると、法的に電力使用量を規制する

と発表しました。

ただし、被災地域に認定されている地域、
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近隣では八戸市、おいらせ町などが公共施設

は対象外となり、医療施設や老人福祉・介護

施設については、すべての地域で対象外とな

ります。ですが、一般企業に関しては、全県

で１５％削減を原則として義務づけるとし、

施設によっては、ホテル・旅館業は１０％削

減などと業種で細かく設定されています。

三沢市は、亡くなられた方や甚大な被害を

受けているにもかかわらず、現実、被災地域

なのに被災地域に認定されていません。その

結果、当然、電力使用量の１５％削減が義務

づけられます。

これは、長引く不況の中で、節電を心がけ

てきた民間企業や、財政が厳しい中、節電を

実施してきた行政にも業務的に大変な支障が

あり、本庁舎をはじめとし、夏場には廃棄量

がふえる一般廃棄物を処理する清掃センター

や各公共施設などにも影響が出るのではない

かと危惧いたします。

しかし、電力不足や計画停電を回避するた

めには必要不可欠のことかもしれません。１

５％削減ができるかどうかは別として、官民

一体で取り組む必要があると思います。

弘前市のほうでは、市民、企業ともに節電

実験を行い、節電計画を作成し、１５％削減

を目指すとありました。また、被災地域に認

定された八戸市でも、１５％削減を目指すと

報道されておりました。

そこで、質問いたしますが、節電の機運が

高まる中、三沢市も、このような状況を踏ま

え、行政として、本庁舎や各公共施設など、

どのような計画を打ち出し、実行して削減す

るのか、また、一般家庭や事業所にも呼びか

け、三沢市全体で１５％削減を目指すのか、

具体的にお伺いいたします。

最後の３点目、防災教育、防災対策につい

て。

三沢市の自然災害、人災、事故の歴史は数

多くあると思われますが、私の記憶に残るも

のでも、昭和４１年の三沢大火災、昭和４３

年の十勝沖地震、平成６年の三陸はるか沖地

震、今回の３月１１日の東日本大震災。ま

た、米軍のＦ－１６戦闘機では、平成３年の

エンジン異常による三沢基地内での墜落、平

成１０年の三沢基地内でのオーバーランして

の炎上、そのほか挙げますと、まだまだいろ

いろあると思いますが、このようなことはい

つ起こり得るかわからないことです。逆に、

忘れたころにやってくるものです。

危機管理は常に身についていなければいけ

ないことですが、残念ながら、人は時がたつ

につれて忘れがちになるものです。今回の東

日本大震災は、そんな私たちに、災害に対す

るいろいろな教訓を考えさせるものになりま

した。

特に、三沢市は、原子燃料サイクル施設の

隣接地でもあり、市街地には米軍・自衛隊基

地など、防災体制に関しては他の市町村より

強く認識して対策を講じなければならないと

思います。

以上のことを踏まえて質問いたしますが、

自然災害や事故に対応するために、安心・安

全なまちづくりの観点から防災対策は急務だ

と思います。

そこで、防災知識の向上のため、当市の災

害の歴史や資料の展示や、子供たちの防災教

育の場として、そして、災害時には、緊急用

の物資や非常食の備蓄の倉庫などにも使用で

きる、仮称ですが、市民防災センターを建設

する考えがないのかをお伺いいたします。

以上、質問を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの５番加澤

明議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの加澤議員

さんの御質問のうち、ひとり暮らし高齢者対

策については私から、その他につきましては

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願いたいと思います。

全国的に高齢化が進む中、当市の総人口に

占める６５歳以上の人口割合は、１９.９％

と県内でも最も低くなっております。しかし

ながら、ひとり暮らし高齢者の割合で見ます
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と、県平均よりも高い結果となっておりまし

て、当市としては、今後とも支援対策事業を

積極的に推し進めてまいりたいと考えており

ます。

御質問の不慮の事故の防止や、不安感の解

消の対策として、現在、次のような事業を実

施しております。

まず最初に、高齢者実態調査事業といたし

まして、ひとり暮らし高齢者の把握をした上

で、生活状況、健康状況及び要望などを調査

するとともに、福祉サービスの紹介や相談、

あるいは支援を実施し、各種サービスの利用

につなげているわけであります。

次に、見守り・安否確認の事業でありま

す。ひとり暮らしの不安を和らげ、孤立不安

の解消を図る事業として、緊急通報装置設置

事業を実施しております。この事業は、相談

対応や緊急時の対応ができるシステムとなっ

ており、低所得者の方には、機器設置費と管

理費を助成し、現在、９５名の利用者がおり

ます。

次に、安否確認と食生活を支援する事業と

しては、配食サービスを実施しているわけで

あります。温かい昼食を宅配し、受け渡し等

による安否確認をしており、年間延べ４５０

名の高齢者が利用しております。

また、民生委員を中心に、地域のボラン

ティアが交流員となりまして、３名一組みの

グループで見守りや支援活動を行う、ほのぼ

のコミュニティ２１推進事業により、地域の

支え合いを目指し、事業を展開しているとこ

ろでもあります。

さらに、三沢市総合振興計画におきまして

も、地域福祉の充実を目標に掲げていること

から、地域社会における福祉問題に対し、地

域で支える体制を整備するために、三沢市地

域福祉計画の策定に取り組んでいるところで

もあります。

今後におきましても、市民、地域及び行政

が協働する体制を構築するとともに、各種の

施策を展開して、ひとり暮らし高齢者福祉の

充実を図ってまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 防災教

育、防災対策についての御質問にお答えいた

します。

このたびの東日本大震災は、東北地方を中

心に甚大な被害をもたらし、行方不明者・死

者合わせて２万人を超えるとともに、現在も

なお、数多くの方々が避難所や仮設住宅での

不便な生活を余儀なくされております。

また、同時に発生した福島第一原子力発電

所の事故は、いまだ収束の見通しもつかない

まま、未曾有の大惨事となっております。

当市においても、人的な被害や住家の損

壊、漁業・農業関連施設の被災など、市全体

の被害総額は７６億円を超え、改めて自然災

害の恐ろしさと、防災センター設置の検討な

ど防災対策の重要性を再認識したところでご

ざいます。

当市は、原子燃料サイクル施設が所在する

六ヶ所村に隣接し、空港、鉄道、高速道路な

ど高速交通体系の要衝にあるとともに、航空

自衛隊や米軍三沢基地などの機動力をあわせ

持っており、災害時における後方支援拠点と

して良好な条件を兼ね備えております。

このようなことから、当市を県南下北地域

における災害救援拠点地域と位置づけ、燃

料、食料等の支援物資の備蓄・配送拠点機能

とともに、原子力オフサイトセンターを補完

する機能を備えた総合防災センターの設置に

ついて、国、県に要望してまいりたいと考え

ております。

また、御質問のうちの当市の災害に関する

資料等を展示し、防災意識の向上を図るため

の防災教育の場としての活用方策等について

は、今後、機能の一部として設置可能かどう

かを検討してまいりたいと思います。

いずれにいたしましても、市民の安全の確

保を図るため、災害への備えを万全にし、安

心して暮らしていけるまちづくりへとつなげ

てまいりたいと考えております。

以上であります。
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○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 御質問の電力

使用量１５％削減についてお答えを申し上げ

ます。

当市における電力使用量１５％削減の対象

施設につきましては、三沢市立三沢病院と三

沢市清掃センターの２施設が対象となってい

るところであります。

はじめに、清掃センターの取り組みについ

てお答えをいたします。

清掃センターにおきましては、６月１日付

で、経済産業大臣より制限電力を４７６キロ

ワットとする通知があり、この対応のため、

規制対象外の土曜日、日曜日及び夜間時間帯

に運転を移行することとし、市民生活に影響

を与えないよう体制を整え、対応することと

しております。

次に、市立三沢病院につきましては、医療

施設として制限緩和措置の申請を行いまし

て、これまで同様、病院機能を低下させるこ

となく医療活動を行うこととしております

が、今般の東日本大震災の影響による夏季の

電力需要対策にかんがみ、院内の照明や冷房

温度の調整など、節電対策に取り組んでいる

ところであり、今後とも引き続き電力の使用

制限のため、節電、省エネに取り組んでまい

りたいと考えております。

また、本庁舎におきましても、ノー残業

デーの実施や照明の間引き、さらには、エレ

ベーターの使用制限等を行い、節電対策に取

り組んでいるところであります。

電力使用量削減の周知につきましては、テ

レビや新聞等々で、さまざまな形で報道され

ておりますが、市としても、市民に対する周

知活動を行うため、広報みさわやマックテレ

ビ等を通じて、節電の呼びかけを行うととも

に、清掃センターの電力使用量の削減のた

め、ごみ排出抑制についてもお願いをしてま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ５番。

○５番（加澤 明君） 再質問させていただ

きます。

まず、独居老人対策についてですが、今、

市長のほうから、行政としてやられること、

これからしていかなければならないこと、説

明を受けて、何とかもっと力を入れて、本当

に高齢者の問題というのは、危機感が迫って

いる問題ですから、やってもらいたいと思い

ます。

そこで、質問いたしますが、現在、ふれあ

いランチ宅配サービス、それと、緊急電話、

俗に言う安心電話なのですが、ともに加入

率、また利用率、非常に低いのです。

私が調べたところ、ランチ宅配サービス

は、昼食限りですけれども、１食５００円。

そして、この５００円というものは、今、

我々がお弁当屋さんで弁当を買っても、５０

０円というのは結構高額な弁当になるので

す。しかも、仕出し屋さんの弁当は、多分３

５０円前後とか、そのような金額になってい

ると思います。

そうなると、やはりひとり暮らしで住んで

いる方が、裕福な方がおられるかおられない

かとなれば、そんなに裕福な方はいないのか

なと、そういうふうに言ったら失礼なのかも

しれませんけれども、実質５００円という金

額は、私は非常に高い弁当だと思います。

ただし、温かいものを届けるから、その分

コストがかかって５００円だと言われれば、

そうなのかもしれません。しかし、今、お弁

当というのは、結構、電子レンジがあった

り、そういうもので温めたりして、簡単に熱

を加えられるわけです。

そうなると、やはり５００円というのは高

い。これをある程度下げて、コストを下げ

て、しかも、市のほうで１００円助成すると

か、そういう形で、高齢者の利用促進を図る

ような方法をとれば、安否確認の手法の一つ

として、今ある施策で伸びていくと思うので

す。それがまず１点。そのことに、どういう

お考えを持っているのか、お伺いします。

それと、安心電話の緊急通報措置、これも

私が資料を見たところ、対象者の条件がある
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のです。その中に、設置の助成は市のほうで

恐らく満額しているのでしょうけれども、こ

れもそこの部分は何とか市で頑張っていると

は思うのですが、この方と連絡をとれる方を

３名以上必要とするということになっている

のです。そうすると、独居老人の方が３名の

知り合い、親戚を近隣に見つけるというの

は、これもまた、私は非常に不可能なことだ

と思うのです。

本当にいい施策なのですけれども、こうい

うことが足かせになって伸び悩み、ただでつ

けてもらえるのですから、変な話、ひとり暮

らしの人はだれでもつけてほしいですよ。で

も、ここの部分、３名以上となると、やはり

独居老人の方には大きな負担になっていると

思います。

だから、ここの部分を行政として、例えば

行政指導員とか民生委員とか町内会長、これ

は本当に行政だけでなくて地域の方との協

力、お互いにし合ってやっていかなければ、

それこそ三位一体でやっていかなければなら

ないことなのですけれども、そこの部分、行

政としてどうクリアしていくのか、まず１

点。

独居老人に関しては、この２点をお伺いし

ます。

それと、電力使用量１５％削減の再質問な

のですが、今、答弁いただきまして、大体の

ことはわかるのです。

ただし、電力会社に、ちょっと詳しい方に

聞いたら、非常時の停電というのは、復旧に

１日以上かかるそうです。計画停電であれ

ば、計画的なので、その都度その都度対応で

きるのですけれども、これは、行政の一部の

機関で１５％削減できたとしても、ほかの一

般の方、事業の方が２０％使ったりとか、節

電に協力していなければ、何の意味も持たな

い法律なのです。

確かに、大企業とか行政に縛りをかけて

も、これは全体の使用量でいけば一部だと思

うのです。ですから、やはりこの機を契機

に、三沢市でも市民の方に行政としてどう訴

えるのか、また、業者の方にどう協力をお願

いするのか。

三沢には、マックテレビとか、いろいろな

有効な手段がありますので、そこの媒体を

使って、もう始まっていることなのですが、

これからどう、この２カ月、２カ月半、３カ

月、これをクリアしていくのか。これは、本

当に行政だけが数値を出してできる問題では

ないと思いますので、その辺、答弁のほうを

お願いいたします。

それと、防災教育、防災対策についてなの

ですが、私は、仮称で市民防災センターをつ

くっていただきたいなと。これも、今の時期

だから、これも語弊あるかもしれませんが、

今、この機運が高まっているときに、やはり

行政として強く原燃関係者、米軍関係者。災

害というのは、自然災害だけではないので、

今みたいに原発事故、また、米軍が市街地に

墜落する、あってはならないことですけれど

も、そういうものというのは本当に予期しな

いものですから、やはりそういう関係に働き

かけ、早く設置してほしい。本当にあした大

地震が来るかもしれないわけです。そこの部

分では、やはり行政として強く関係機関に要

請をしていただきたい。

私は、子供たちの教育の場になるようにし

てほしいというのは、やはり私たち大人で

も、体験しても、二、三年すれば忘れている

のです。あっ、そうだったなとか。それだ

と、本当に身についた危機管理というのは生

まれないと思います。それをやはり幼少のこ

ろから子供たちに教えていくこと、そういう

場があれば、なお、その子供たちが大人に

なったときに、災害が起きたときに敏速な対

応ができるのではないかと、そう思って質問

したのですが、そこのところを強く今の防災

センターの中に取り組んでいただきたいので

すが、それをもう一度質問いたします。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問にあ
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りました配食サービスの件につきましてお答

えいたします。

先ほど市長のほうから御答弁ありましたよ

うに、配食サービスにつきましては、保温さ

れて温かいお弁当、これは、みそ汁つきでご

ざいますけれども、昼食として自宅に届けて

おります。

実は、これにつきまして、私も試食いたし

ました。大変家族的な料理というか、おかず

だという印象と、また、若干ボリュームある

なという印象を私個人としても持っておりま

す。

そういうのも踏まえまして、今後、利用者

の意見を伺うこと、また、他の事例を参考に

しまして、改善・検討するというふうな、

サービス向上を図る部分におきまして、事業

受託者でありますところと十分協議をして、

改善を図ってまいりたいと考えております。

また、緊急通報装置のことでございますけ

れども、実はこのシステムは、青森県社会福

祉協議会のシステムに加入して実施しており

まして、この中で、協力者３名を確保するこ

とが条件となってきております。

この協力者３名を確保するという理由でご

ざいますけれども、３６５日２４時間、いつ

でも利用者宅へ駆けつけ、安否確認等を行う

体制ということで、どうしても必要な人数と

いうふうにうちのほうでもとらえておりま

す。

よって、今後につきまして、協力者の人数

を減らすという方向ではなくて、地域の３名

の確保、先ほど議員さんもお話しありました

けれども、どうしても地域力等を活用いたし

まして、安全・安心のまちづくりにつきまし

て、今後十分に検討してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 電力使用量１

５％削減についての再質問にお答えをいたし

ます。

行政としての家庭、事業者への周知活動で

ございますが、既に当市のホームページ上に

おいて、一層の節電の御協力を、事例を示し

てお願いをしているところでありまして、ま

た、今月の広報７月号にもお願いをしている

状況であります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 仮称であ

りますが、市民防災センターに関する一般質

問にお答え申し上げます。

まずは、先ほどの答弁でも申し上げました

が、国が設置する燃料、食料等の支援物資の

備蓄・配送拠点となる、原子力オフサイトセ

ンターを兼ね備えた総合防災センターの設置

を要望してございます。

これが市民防災センターとなりますと、国

では難しいと思いますが、これがだめな場合

は、次に市となると思います。

防災教育につきましては、別途考えていく

必要があると思います。その防災センターの

中に必要かどうか、ほかの施設でも教育でき

るのではないかとか、いろいろな観点から考

えたいと思います。

これらにつきましては、今後、設置する復

興に関する委員会、また、防災計画を見直す

委員会、それぞれで別途に協議することとな

りますが、発電機や灯油が避難所に個々に配

置が必要かとか、一括管理が必要とか、そう

いうことを検討しながら、互いの委員会での

情報、結論・結果をフィードバックしながら

考えていきたいと思います。

以上です。

○議長（馬場騎一君） ５番。

○５番（加澤 明君） 再々質問をさせてい

ただきます。

今、防災の部分で、オフサイトセンターを

国のほうにということで、防災教育は別にま

た考える必要があるのかもしれないというこ

とで私は聞きましたけれども、私、せっかく

オフサイトセンター、これは非常にいいもの

だと思います。でも、中身は、緊急時に対応

する備蓄品とか、そのときの準指令室になる
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とか、そういう部分で、何かあったときに活

用される部分の箱物なのですよ。

そうすると、せっかく、また教育を別に

やってしまうと、これは今後の問題ですから

法律でどうなるかわかりませんけれども、や

はり同じ建物を使ってやることによって、目

の前にこういうものがあるのだと、この地下

にはこういうものが入っているのだとか、こ

こでこういうふうに指令を出すのだと、そう

いうものを一括でやれるほうが、私は子供た

ちとかのそういう教育の場になると思うので

す。

これを別個別個にやって、あっちのほうの

あの建物がそうだよとか、４０年に一度、２

０年に一度、何かあったときには、あそこに

避難すれば食べ物があるよとか、それは私は

防災教育だとは思っていません。やはりそう

いうものを活用しながらやっていかなければ

ならないと思いますので、その辺もう一度、

お考えのほうをお伺いします。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 防災教育

に関して、現場の防災体制を見せながらやっ

たほうが効率的ではないかという御指摘です

が、確かにそういう面もございます。あと、

防災教育に関しては、膨大な資料等もござい

ます。それらをどのように効率的にやってい

くかにつきましては、今後の復興委員会で十

分検討してまいることになると思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、５番加澤明

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番天間勝則議員の登壇を願います。

○８番（天間勝則君） おはようございま

す。みさわ未来天間勝則、通告に基づいて二

つの質問をさせていただきます。

その前に、このたびの去る３月１１日、東

日本大震災、また、それにかかわる被害者の

方、また、亡くなられた方に心よりお見舞い

と御冥福を申し上げます。

きょうは、頑張れ日本、頑張ろう日本、頑

張ろう東北を身につけて一般質問をさせてい

ただきます。

そして、このたびの市長選でありますが、

種市市長、２期目の市長就任おめでとうござ

います。

そして、市長は、市民とともに歩む市政と

いうふうなことを掲げております。まさしく

協働のまちづくりだと思うわけであります。

その一環として、公約に中学校までの医療

の無料化を掲げ、これは交付金がハードから

ソフトに運用できるというふうなことからだ

そうでありますが、これもまた、市長の陳

情・要望の功績だと思っております。

また、そのソフト部分で、中学まで無料化

に着目され、取り組んでいただいたというこ

とに深く感謝申し上げます。

それは、私が２１年９月議会において、一

般質問の中で、医療費の無料化はできない

か、またもう一つは、給食費の無料化はでき

ないかという質問をいたしました。そのとき

に執行部からは、人口の割合が大変多く、財

源が大変必要になるので、総合的に検討しま

すというふうなお言葉でありました。それが

検討され、現実となることは大変うれしいこ

とであります。

昨日、来年度から実施したいというふうな

ことでありましたが、ぜひ早期の実現を期待

をしております。よろしくお願いいたしま

す。

それでは、本題のほうに入りたいと思いま

す。

それでは、通告に基づいて質問させていた

だきます。

最初の質問であります。行政問題、自治基

本条例策定についてであります。

三沢市は、協働のまちづくりを推進してお

ります。平成２１年に立ち上げた、１５名に

よる協働のまちづくり市民会議が、２年間会

議を重ね、つくり上げた概要版が発行されて

おりますが、この中に、協働のまちづくりは

なぜ必要なのか、三つの項目が掲げられてお

ります。
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一つに、変化する社会状況であり、少子高

齢化や経済状況の低迷など、私たちを取り巻

く社会状況が変化する中で、住民ニーズも多

様化してきております。現在の行政では、限

られた財源で、今までのような市民サービス

を提供することが難しくなってきました。こ

れからのまちづくりは、市民の皆様と行政が

対等の立場で話し合いながら進めることが求

められていますとあります。まさにそのとお

りだと思います。

国の交付金も減額され、当市ばかりではな

く、全国の自治体で財源に苦慮されていると

思います。また、国が進めてきた地方分権、

現在、地域主権が推進されている中で、今

後、国の交付金も一括交付金に切りかわると

するならば、各自治体の行政経営の手腕が問

われるわけであります。

今までの行政の評価、いわゆる経営と置き

かえると、利益は市民の満足度でありまし

た。今後は、市民と協働のまちづくりを通じ

て、市民に納得していただける行政サービス

に変わっていかなければならないと思うわけ

であります。

各自治体が、その地域に合った施策、予算

を組み込んで、納得のいく市民生活の安定に

努めていくべきだと思うわけであります。そ

のためにも、行政、そして、職員一人一人の

資質の向上に努め、市民と連携し、進めてい

くのが大事だと思うわけであります。

二つ目は、助け合いの意識の低下でありま

す。

これまでの地域コミュニティーは、市民同

士の助け合いの意識がありました。しかし、

現在は、地域のかかわりが低下して、自治活

動や相互活動の機能が低下してきているた

め、地域の結びつきや助け合いの意識を高め

る必要があるとあります。

現在、町内会加入率が６０％台と低迷を続

けております。このことにより、防災意識の

波及の低下、災害時の被害拡大につながりか

ねません。行政としては、地域コミュニ

ティーと連携し、積極的に支援をしていくべ

きだと考えます。

三つ目は、市民活動の活発化であります。

ＮＰＯなどの市民活動団体や企業のボラン

ティアなど自主的な活動をする団体がふえて

きております。地域や市民の力が注目されて

きております。専門性や創造性、先駆者など

を持つ市民活動団体などと協働して課題を解

決することへの期待が高まっております。

市内においても、まちづくりにかかわる団

体はたくさんあるわけでありますが、その中

で、青年会議所、商工会青年部、実践活動を

して取り組んでおります。このような多くの

団体と連携し、未来の三沢を創造し、実行す

ることも、協働のまちづくりの大きな意味を

持つと考えます。

このように、三沢市で協働のまちづくりを

市民に訴え、市民とともに歩む市政を目指す

のであれば、自治基本条例を制定すべきだと

考えるわけであります。

各自治体によっては名称は異なり、まちづ

くり条例あるいはまちづくり基本条例、ま

た、ストレートに協働のまちづくり基本条例

とさまざまであります。また、内容も自治体

により違いはありますが、基本的に、まちづ

くり、市政運営の方向性、将来像、理念を基

本に考え、市民の権利、生活権、市政への参

加権、情報公開請求権などを明確にし、首

長、議会、職員の義務・責務、そして、市民

の責務、役割、事業者の責務などの枠組みを

確立し、住民参加の手続、仕組みにおいて

は、住民投票の仕組み、市民協働の仕組み、

ＮＰＯへの支援など、市民が主体的に参加す

る方法を示し、そして、分野別の施策の方向

性、他の施策、各条例との関係の中での最高

規範性が求められています。関連して、条例

の改正、見直しの手続などが必要になりま

す。

このように、協働のまちづくりには欠かす

ことのできない内容でありますが、当市は、

当市に合った自治基本条例を策定すること

で、三沢市総合振興計画もより一層生かされ

ると思うわけであります。
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制定されておりませんが、議会基本条例も

制定されることにより、大きな役割を持つと

思うわけであります。

このことを踏まえ、質問いたします。

三沢市は、協働のまちづくりを推進してお

りますが、市民とともにまちづくりを進めて

いくのであれば、三沢市として、自治基本条

例を策定し、行政、市民、議会、各団体と連

携し、役割・責務を定め、市民参加の協働の

まちづくりを進めていくべきと考えますが、

当局の考えを伺います。

続きまして、２問目の質問であります。交

通問題、青い森鉄道運行状況についてであり

ます。

新幹線も全線開通され、６カ月以上たちま

したが、当初、青い森鉄道に移行されること

は決まっており、三沢市民の皆さんは、三沢

駅が特急はなくなっても、今までどおり切符

の購買に不自由することなく、新幹線に合わ

せたつなぎで運行時間が設定されるものとだ

れもが想像しておりました。多少時間が長く

なるくらいしか考えておりませんでした。

しかし、平成２２年１２月４日の運行表は

愕然とするものでありました。新幹線とのつ

なぎ間隔時間、５分から４０分ぐらいの開き

があり、当初は、乗りかえるときには、青い

森鉄道の切符をわざわざ八戸駅の切符売り場

まで階段をおりて購入しなければならなかっ

た時期もあり、大変不便を感じたと聞いてお

ります。特に、５分しかなければ、高齢者に

とって厳しい現状であります。現在は、２階

に切符売り場が設置され、改善されておりま

す。

また、新幹線との接続の運行時間がない場

合もあり、不便だと県外の方々からも言われ

ている現状であります。当局に対し、いろい

ろな方から、不便になったとの意見、また、

改善の要望、質問がたくさんあったと思いま

す。

しかし、ことしの３月、ダイヤ改正がなさ

れましたが、ほとんど変わっておりません。

１０時台に１本ふえただけであります。利用

者の不満ははかり知れません。

新幹線効果は、青森市、弘前市に重点を置

き、三沢市、下北方面に対しては、新幹線の

全線開通により陸の孤島化とされており、利

用者が願うことは、新幹線乗りかえ時間を一

定間隔で統一すること。新幹線優先でありま

す。次に、ローカル線とのつなぎを考えるべ

きだと思うわけであります。ＪＲと協議をし

て、大幅なダイヤ改正をすることで、可能だ

と思うわけであります。

新幹線全時間帯につなぎ列車があること。

現在、東京行き６時３４分と、八戸着２３時

１０分につなぎが確保されておりません。１

２時台にも１本ありますが、まずは八戸から

三沢まで、最終シャトル列車として１両編成

で走らせ、翌日、一番列車で八戸まで走らせ

ることにより、全車つなぎができるわけであ

ります。車両をうまく使えば、通勤・通学の

時間帯に支障が出ることはないと思います。

時刻表を見る限り、現在の車両で、新幹線乗

り継ぎ、定時間隔を確保して、なおかつ通

勤・通学時間にも十分対応できると思うわけ

であります。

ＪＲの対応だと思いますが、ＪＲは、三沢

駅が利便性が高くなると、七戸十和田駅に支

障が出ることを懸念しているのかわかりませ

んが、新幹線効果が県全体に波及することが

望ましいわけでありますから、青い森鉄道、

ＪＲに対し、精いっぱい市民運動として交渉

していくべきだと考えます。

それでは、改めて質問をいたします。

青い森鉄道のダイヤ改正がことし３月に行

われましたが、市民が願う要望に対し、ほと

んど改正がなされておりません。市民から、

新幹線八戸駅に合わせた大幅なダイヤ改正が

望まれておりますが、当局は、今後、この問

題をどのように考えているのか、伺います。

以上で、質問を終わります。答弁のほどを

よろしくお願いいたします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの８番天間

勝則議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。
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市長。

○市長（種市一正君） ただいまの天間議員

さんの御質問のうち、交通問題については私

から、行政問題につきましては政策財政部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と思います。

昨年１２月４日に東北新幹線が全線開業

し、並行在来線の三沢駅がＪＲから青い森鉄

道へ移管となったことによりまして、市民や

利用者の間から、新幹線との乗り継ぎダイヤ

やＪＲ切符の販売体制の問題など、利便性や

サービスの低下に対する苦情や、あるいは不

満の声が多く寄せられたところであります。

このために、昨年１２月２０日に開催され

ました青い森鉄道株式会社取締役会議におき

まして、取締役の１人である私から、ダイヤ

の改善などを強く要請したところ、本年３月

１２日のダイヤ改正において、新幹線ダイヤ

に合わせた電車が上下線４本増便されるな

ど、一部の改善が図られたところでありま

す。

また、去る６月１４日には、三沢駅正面入

り口に、青い森たびショップ三沢がオープン

したことにより、ＪＲの切符の販売時間の拡

大や、クレジットカードの使用が可能になる

など、青い森鉄道株式会社においては、利便

性の向上に着実に取り組んでいるところであ

ります。

ダイヤの編成に当たっては、限られた車両

数、あるいは貨物列車とのダイヤの調整、始

発便と終発便の調整、他の鉄道線との連携な

ど、さまざまな要素が複雑に絡み合う中で、

通学・通勤時間帯の運行本数を確保する必要

があり、その一方で、青い森鉄道の運行便を

すべての新幹線に接続させることは、現状で

は非常に難しい状況であるとのことでありま

す。

しかしながら、青い森鉄道株式会社では、

次回のダイヤ改正に向けまして、乗降客数調

査を行いながら、さまざまな方策について検

討し、より利便性の高いダイヤの構築に取り

組んでまいりたいとのことであります。

私といたしましては、今後とも取締役会等

で、ダイヤの改善をはじめとする利便性の向

上やサービスの改善について、青い森鉄道株

式会社に対しまして、鋭意働きかけてまいり

たい、このように考えておりますので、よろ

しく御理解を賜りたいと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 御質問の

自治基本条例についてお答えいたします。

自治基本条例とは、住民自治に基づく自治

体運営の基本原則を定める条例であります。

自治体の憲法と呼ばれております。

このことは、２０００年に地方分権一括法

が施行され、自治体が国と対等な位置づけと

なったことに伴い、各自治体で整備を進めた

ところでございます。

議員さんの御指摘のとおり、それぞれの自

治体によって多少の違いはございますが、基

本的には、自治の基本原則、市民の権利、市

民や市議会、それぞれの役割や責務、行政運

営の基本原則、協働のまちづくりのための原

則等を定めた自治体の最高規範となるもので

ございます。

本年４月、それぞれの各団体の役割や協働

のためのルールが記載された協働のまちづく

り指針を策定し、概要版を町内会加入の全世

帯に配布したところでございます。

この内容につきまして、先ほど議員さんか

ら深い理解を示す言葉があり、大変感謝して

おります。

この推進指針を実施するため、市民と市職

員による協働のまちづくり懇話会を立ち上げ

まして、市民とともに推進するための協議を

始めたところであります。

まずは、この推進指針を市民に対して周知

を図っていくことが先決であると考えており

ます。

市といたしましても、これまでも市長が直

接市民のもとに足を運び、市民の目線に立っ

た住民懇談会を開催するなど、市民本位のま

ちづくりのために取り組んできておりますこ
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とから、重要な決定事項については、これま

で同様、市議会の皆様への説明や地域住民の

皆様への説明会等を行うなど、市民の皆様の

意見を最大限に反映させたいと考えておりま

す。

よって、昨日も藤田議員さんに答弁しまし

たとおり、自治基本条例の制定が直ちに必要

であるとは考えておりませんが、条例の制定

に向けた対応が必要になった場合には、議員

の皆様や市民の皆様の御意見を伺いながら、

慎重に検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） ８番。

○８番（天間勝則君） それでは、再質問さ

せていただきます。

確かに、三沢市の中で、協働のまちづくり

推進指針というものをいただいております。

せっかく市民会議が２年間、１７回、視察等

を入れてですが、行っているわけでありま

す。私の知り合いで、青森市の自治基本条例

検討委員会に入って、去年の５月から今まで

大体１５回ぐらい行っておりますが、大体条

例をつくるという前提の中での検討会という

ふうなことですが、ほとんど同じことをやっ

ているのです。大変もったいないと私は思い

ます。

これは、政治の世界も、やはり時代が変わ

れば、さまざまな仕組みも変わってくるわけ

ですから、せっかくこの機会に、これだけの

資料をつくっているわけですから、やはり条

例を定めて、後世にきちっと残るような状態

にしていくというふうなことが私は必要では

ないかと思うし、やはり今、市長がせっかく

市民とともにの市政というものを目指してい

るわけですから、まさしくその状況だと思う

のです。それを位置づけるためにも、条例を

きちっと制定していくことが、私は市長のた

めにもなるのではないかというふうに思いま

すが。

必要に応じてというふうなことの返答であ

りますが、やはり今、この時代の流れで、そ

れぞれの自治体で基本条例を制定しようとし

て検討委員会を立ち上げているわけですか

ら、その辺に、いつこれが条例に変わるの

か、必要なときというのは、きのうも質問

あったようですが、これはなかなかわかりづ

らいと思うのです。どっちが先かというよう

なことになろうかと思いますけれども、私

は、制定して進めていくというのがよろしい

かというふうに思いますが、その辺をちょっ

とお伺いいたします。

あと、青い森鉄道は、全くこれは本当に、

つなぎ時間、今まで、皆さん不便だと思って

いるはずです。新幹線で来て、特急があった

ときは、何時発とかというのはだれも見ませ

んでしたよね。新幹線をおりると特急が待っ

ていたというふうな状況であったと思いま

す。

そういう何も考えなくてもスムーズに来れ

たというふうなことから、何分出発だろう

と、何時発だろうというふうなことで、常に

それを気にしながら新幹線を選んでいかなけ

ればいけないみたいな、そういうのは、生活

でもそうですけれども、ある程度の生活をし

ていて、いきなり生活レベルを下げろといっ

ても、なかなかなじめないと思うのです。

特に、旅館組合なんかでもそうなのです

が、大変不便だというふうなことをお客さん

から言われているということもあります。旅

館組合では、それに合わせた、タクシーと共

同でシャトル的な部分を出せないか検討して

いるということでありますけれども、そこま

でせっぱ詰まってやっているという現状です

ので、何とか、市長も一生懸命頑張っている

のはわかります。

ただ、青森県全体に波及していかなければ

いけないのが、何で三沢、下北方面だけがこ

ういうふうに取り残されなければいけない、

いわゆる過疎化にならなければいけないとい

う状況は、私は全く納得できないような気が

します。もっと強く、貨物がどうの、貨物と

いうのは、その間を走ればいいわけですか

ら、まずは新幹線優先、そして次にローカル
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線と、それを大幅にきちっと改正していくよ

うなことを示さないと、なかなか動いてもら

えないのかなというふうに思っております。

その辺を、今後、なぜこういうふうにつな

ぎができないのか、ちょっと私は不思議に

思っているのですが、これは今の状況でもっ

とスムーズな形のつなぎをやるというような

ことは、青い森鉄道から示されているので

しょうか、その辺をちょっとお伺いいたしま

す。

○議長（馬場騎一君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

答弁したとおりでありますけれども、天間

議員の言うことは、私も重々そのとおりだ

と、このように思っております。

この前、東京からのお客さんが見えまし

て、ＪＲが安い商品を出しまして、八戸まで

来たそうでありますが、三沢に来るのにタク

シーに乗ったらＪＲの運賃より高かったと、

こういう話をされまして、非常に私も残念だ

なと、そんな思いをしたわけであります。決

して満足しているわけではありません。

新幹線ができて三沢が過疎になったという

ような言葉も伺っておりまして、そうならな

いように、今後また、精力的にそういう働き

かけをしてまいりたいと、このように思いま

す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 自治基本

条例を何とか策定したらどうかということで

すが、条例に織り込むべき内容は、先ほど天

間議員さんが、協働のまちづくりはなぜ必要

かということについて３点述べておりました

が、それをはじめとして、織り込むべき内容

はほとんど概要版に記載してございます。

条例となりますと、なかなか改編も難しい

ものですから、まずは推進指針の内容を市民

の皆さんが十分知っていただくことが肝要で

あると。前回配布したばかりですから、まだ

それがなされていないという状況だと理解し

ております。そこで、まずは周知を図りたい

と。

条例制定については、必要であると考えた

場合には制定するという考えでございます。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） ８番。

○８番（天間勝則君） それでは、最後に、

必要であれば制定するということは、制定し

ないかもしれない、それとも、将来的には制

定をしなければいけないだろうというふうな

ことの含みはあるのでしょうか。いずれは、

時間かかっても、来年とか云々ではなくて、

５年先、６年先、つくる可能性というのは、

つくらなければいけないという部分というの

は含まれているのでしょうか。必要であれば

つくる、その辺があいまいですから、つくる

かつくらないかというような部分を、その辺

をお願いいたします。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 条例制定

につきましては、協働のまちづくり推進指針

が十分に浸透すれば、条例がなくてもまちづ

くりはできると考えております。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 以上で、８番天間勝

則議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

○１１番（春日洋子君） １１番公明党の春

日洋子でございます。

質問に入る前に、私が今回の一般質問で通

告いたしました項目のうち、防災問題の２点

目、自主防災組織の現状と今後における啓

発、訓練についてと、同じく防災問題の３点

目、想定外の大震災を踏まえ、地域防災計画

をどのように見直していく考えかについて

は、昨日の太田議員、藤田議員の一般質問に

おける執行部の答弁により、その内容を理解

いたしましたので、通告いたしました質問事

項から、この２点を取り下げさせていただき

たいと思います。御了承願います。

それでは、質問に入らせていただきます。
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はじめに、防災問題の１点目、災害時要援

護者支援についてお伺いします。

甚大な被害をもたらした東日本大震災の発

生から３カ月余りとなりましたが、今なお多

くの方々が苦境の中に置かれており、まだま

だ解決しなければならない課題が山積してい

ます。

そうした中にあって、６月２０日、東日本

大震災からの復興に向けた基本理念や枠組み

を定めた東日本大震災復興基本法が、参院本

会議で可決、成立し、ようやく被災地の復

旧・復興への道筋が示されました。

また、復興の基本理念には、一人一人の人

間が災害を乗り越えて豊かな人生を送ること

ができるようにする共生社会の実現、女性、

子供、障害者等を含めた多様な国民の意見が

反映されるべきなどの表現が盛り込まれてお

り、人間の復興の考え方を反映したものと

なっています。

さて、災害時要援護者とは、災害が発生し

たとき、自分一人の力で避難することが難し

く、避難後の生活に何らかの支障が生じやす

い方のことであり、基本的には、乳幼児や６

５歳以上でひとり暮らしの方、心身等に障害

のあるなどの理由で支援を必要とする方など

ですが、３月１１日の震災時、本市におい

て、要援護者への情報伝達、安否確認、避難

誘導はどのようになされたのでしょうか。

また、災害時要援護者支援計画はなされて

いるかについてお伺いします。

次に、被災者支援システムの導入、運用に

ついてお伺いします。

全国各地の避難所などで不自由な生活を余

儀なくされている被災者の支援には、被災自

治体によるいち早い被災者情報の把握と、さ

まざまな行政サービスの提供が求められま

す。

そこで、膨大な行政事務の負担を軽減し、

被災者への迅速な行政サービスの提供に一役

買うのが被災者支援システムです。

同システムは、阪神・淡路大震災を経験し

た兵庫県西宮市が、被災者のために必要な支

援策を集約し、開発したものであり、被災者

の被害状況や避難先などの基本情報を一元管

理することで、罹災証明書の発行などがス

ムーズに行われるほか、救援物資管理や倒壊

家屋管理など、さまざまな行政管理に力を発

揮します。

例えば、震災後に同システムを導入した宮

城県山元町では、罹災証明書の発行がスムー

ズに行われ、申請件数に対する発行件数は約

９割に上り、同町保健福祉課は、一度情報登

録してしまえば、一元管理により義援金の支

給などについても再度申請の手続は要らな

い、行政にとっても住民にとっても助かると

効果を語っています。

現在、財団法人地方自治情報センターが同

システムを管理し、導入希望の地方自治体に

無償で提供していますが、このシステムは、

西宮市職員が災害のさなか、被災した住民の

ために開発したもので、高いＩＴ能力のある

職員がいなければできないわけでもありませ

ん。また、職員が立ち上げ、運用すれば、コ

ストもかかりません。仮に民間企業に委託し

た場合でも、２０万円から約５０万円弱程度

であり、新たな設備としては特に必要なく、

既存のパソコンがあれば十分対応できるもの

となっています。

今回の震災で、各自治体による災害時の被

災者支援のあり方が問われており、平時から

被災者支援システムを整えるなど、災害時に

住民本位の行政サービスが提供される体制づ

くりが急がれていることを踏まえ、本市にお

ける被災者支援システムの導入、運用につい

てお伺いします。

続いて、福祉問題の介護支援ボランティア

活動ポイント制度の導入についてお伺いしま

す。

介護保険制度を守り、支えていくために

は、元気な高齢者がふえることが重要であ

り、高齢者がやりがいを持って介護予防に励

めるような新たな支援システムを導入する必

要があると言われています。

このため、公明党は、昨年２月に新・介護
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公明ビジョンを発表し、元気な高齢者の負担

軽減システムの導入など、超高齢社会におい

て介護保険制度を維持させるために必要な提

案を行っています。

東京都稲城市では、平成１９年度から、高

齢者の介護支援ボランティア活動に対し、そ

の実績を評価した上で、評価ポイントを付与

する事業を実施しており、高齢者の地域貢献

と健康維持を図る取り組みとして、全国の自

治体から注目を集めています。

これに対し厚生労働省も、稲城市が高齢者

のボランティア活動を介護保険で評価するた

めの構造改革特区要望を提出したことを契機

として、介護保険制度における地域支援事業

の実施要綱を改正し、地域支援事業交付金の

活用による介護支援ボランティア活動への支

援を行っています。

地域と行政の新しい支え合いの制度である

ボランティアポイント制度は、今、全国各地

の自治体で、その導入が進められていると言

われています。

本市においても、介護保険を利用せず元気

に暮らしている高齢者に、お元気ポイントの

ような、介護保険料やサービス利用の負担を

軽減するポイントシステムの導入や、介護ボ

ランティアに参加した高齢者に対する、さら

なる負担軽減策の導入を検討していただきた

く、お伺いします。

最後に、子育て問題のブックスタート事業

についてお伺いします。

ブックスタートとは、親子が絵本で喜びを

分かち合おうという呼びかけで、１９９２年

にイギリスで始まった運動です。日本では、

２０００年の子供読書年をきっかけに全国的

に広がり、２０１１年３月３１日現在、ブッ

クスタートの実施自治体は７５２市区町村で

取り組まれています。

赤ちゃんの体の成長にはミルクが必要なよ

うに、心の栄養には、温かな温もりの中で語

り合う時間が大切です。ブックスタートは、

親子のきずなを深め、心豊かに成長できるよ

う、地域に生まれたすべての赤ちゃんと御家

族に、幸せになってねと温かいメッセージを

込めて絵本をプレゼントする運動となってい

ます。

本市においても、この４月より、赤ちゃん

の４カ月児健康診査時に絵本をプレゼントす

るブックスタート事業が始まり、大変うれし

く思っているところですが、このブックス

タート事業はどのように行われているので

しょうか。

また、赤ちゃんとお母さんの反応はどのよ

うであるか、お伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１１番春

日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さんの御質問の防災問題のうち、被災者支援

システムの導入、運用については私から、そ

の他につきましては担当部長等からお答えを

させますので、御了承願いたいと思います。

春日議員さん御承知のとおり、被災者支援

システムは、阪神・淡路大震災の際、兵庫県

西宮市が住民の方々の被災状況や避難先の住

所などを管理し、総合的に被災者を支援する

システムを構築したものを、財団法人地方自

治情報センターがさらに進化、リニューアル

させ、全国に無償で提供しているものであり

ます。被災者支援、避難所管理並びに物資管

理等の機能を備えているわけであります。

被災者支援システムの導入に関しまして

は、ソフトウエアについては、財団法人地方

自治情報センターから無償で提供されます

が、システムの導入に当たっては、専用の

サーバーや、あるいは端末機等のハードウエ

ア、正確性を確立するための住民基本台帳

データなどの取り組み方法、それに伴っての

セキュリティー対策やネットワーク構築な

ど、解決すべき問題点が多々あると聞いてお

ります。

これらを含め、さらに今回の東日本大震災
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の災害対応後の検証をもとに、被災者支援シ

ステムの導入のみを前提とするものではな

く、他の選択肢も含めて、広く情報収集に努

め、研究してまいりたい、このように考えて

おります。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 防災問題の

災害時要援護者支援につきましてお答えいた

します。

国では、災害発生時に高齢者や障害者等の

避難支援を必要とする方々への対策を推進し

ており、現在、当市においても、国の示すガ

イドライン等をもとに、災害時要援護者避難

支援計画の運用に取り組んでおります。

第１点目の３月１１日の震災時における災

害時要援護者への情報伝達、安否確認、避難

誘導の実施状況についてお答えいたします。

最初に、情報伝達の実施状況であります

が、要援護者への避難指示等の情報伝達は、

電力喪失、電話等通信網の混乱のため、防災

行政用無線や広報車等による伝達となりまし

た。今後につきましては、災害時要援護者支

援計画による個別計画の整備において、迅

速・確実な情報伝達方法を検討してまいりた

いと考えております。

次に、安否確認の実施状況でありますが、

電話等通信網が混乱したため、担当職員が要

援護者への直接訪問等の安否確認を行ったほ

か、各地域では、地域支援者や民生委員、さ

らには介護事業者等による安否確認や支援が

実施されたところでございます。

避難誘導につきましては、町内会をはじめ

とする地域住民の協力により避難がなされま

した。

要援護者に対する情報伝達、安否確認、避

難誘導につきましては、地域の民生委員、町

内会等の活動により支援がされたところでご

ざいますが、今後は、さらに地域力を高める

ため、よりよい支援体制の構築を図ってまい

りたいと考えております。

第２点目の災害時要援護者支援計画の策定

についてお答えいたします。

当該計画は、平成２３年２月に策定され、

概要といたしましては、要援護者が災害時に

確実に避難できる体制づくりと、避難生活に

おける必要な支援を的確に行うことを目的と

しており、自助・共助・公助の連携による支

援体制の構築、要援護者登録台帳の整備、関

係機関の連携を盛り込んだ計画となっており

ます。

現在、当該計画を実行するため、関係機関

への説明、協力依頼等を進めているところで

ございます。

今後の予定といたしましては、要援護者登

録制度の周知、民生委員、福祉関係者等の協

力による登録作業を推進し、地域と行政が一

体となり、より実効性のある運用に努めてま

いりたいと考えております。

続きまして、介護支援ボランティア活動ポ

イント制度の導入についてお答えいたしま

す。

この制度は、介護保険法に規定する地域支

援事業の一つとして、厚生労働省が示したも

のでございます。先ほど議員さんお話しのと

おり、介護保険の保険者である市町村が中心

となって、高齢者の方々が行った介護支援ボ

ランティア活動の実績をポイントに換算し、

介護保険料の支払いに充てるなどの取り組み

ができる制度でございます。

高齢者の方々が、住みなれた地域で健康で

生き生きと暮らせるまちづくりは、これから

の課題でございます。豊かな知識・経験を

持った高齢者の方々が、ボランティア活動を

通して社会参加することは、生きがいづくり

の面から、心身の健康の保持や増進につなが

り、介護予防に資するものと考えておりま

す。

現在、当市では、介護予防事業の取り組み

として、介護予防教室を３１町内、１団体で

事業を展開してございます。高齢者の方々が

要介護状態に陥ることなく、よりよい長寿社

会の実現に貢献することを目的として、地域

ぐるみで介護予防に取り組みできるよう支援
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しております。

高齢化社会を迎え、地域活性化や住民同士

のつながりの強化を図り、地域力向上に向け

た取り組みの一つとして、ボランティア活動

がますます必要とされております。

高齢者の方々の地域貢献活動による生きが

いづくりや、介護予防を推進する観点から

も、ボランティア活動に参加しやすい環境整

備は重要な課題でもあります。

御提案いただきました当該ポイント制度に

つきましては、他市の動向等を見きわめなが

ら先進事例の把握などを行い、調査・研究に

努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 子育て問題につい

ての御質問にお答えいたします。

ブックスタートは、赤ちゃんと保護者が絵

本を介して、ゆっくりと心触れ合うひととき

を持つきっかけをつくることを目的とし、地

域で生まれたすべての赤ちゃんと保護者を対

象に、地域で生まれたすべての赤ちゃんと出

会える保健相談センターで実施されるゼロ歳

児健康診査などで行われております。

当市では、平成２１年度から図書館の自主

事業として、ブックスタートを実施したとこ

ろであります。

その内容は、毎月一度、保健相談センター

で実施される４カ月児健康診査時に、図書館

にある赤ちゃん向けの絵本を赤ちゃんと保護

者に対し、図書館のブックスタートボラン

ティア及び図書館スタッフにより、読み聞か

せを行うとともに、赤ちゃん向けの絵本のリ

ストや子育てに関する本のリスト等を、健康

診査が終わり、帰られる際に母子手帳ととも

にお渡ししてまいりました。

今年度からは、これまで実施していたもの

に、新たに市の予算で２種類の赤ちゃん向け

の絵本を用意し、保護者の皆様にどちらか１

冊を選んでいただき、プレゼントいたしてお

ります。４月から６月までの３カ月で、計１

１７冊の絵本をプレゼントいたしておりま

す。

この事業の実施の中で、４カ月の赤ちゃん

には絵本はまだ早いのではないのかと思われ

るお母さん方も、実際に赤ちゃんが保護者と

の触れ合いの中で絵本に興味を示し、絵本の

ページをめくる際に目で追う姿に接し、驚き

と感動を体験できたという多くの感想があり

ました。

この事業については、ブックスタートは親

子の触れ合いのスタートであるという反響が

多く寄せられていることから、この事業の趣

旨に即し、今後も活動として展開していくも

のと考えております。

今後におきましても、絵本の読み聞かせや

プレゼントにより、赤ちゃんと保護者のみな

らず、家族が心触れ合うひとときのライフス

タイル構築の一助とし、推進してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １１番。

○１１番（春日洋子君） 再質問させていた

だきます。

市長より、被災者支援システムの導入つき

まして問題が多々あるというようなことでご

ざいましたけれども、本市としましては、こ

の支援システムを導入する考えが全くない、

必要ないというようなお考えに立っているの

でしょうかということを、まずはじめにお聞

きしたいと思います。

これまで、導入に向けての申請が必要であ

りますけれども、インストールキーを取得す

るということが前提となりますけれども、県

内では、青森市が既に申請に向けてスタート

しておりまして、また、この６月定例会に

至っては、新聞報道によりますと、むつ市、

黒石市で、このシステムを申請するというよ

うな報道がございました。

これまで私も資料を見てまいりまして、全

国の中で、さまざまな誤解を招いているとい

うところがございまして、一つ一つの誤解を

招いているところの窓口となっているのは、

先ほど申し上げました情報センターが窓口と
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なって、さまざまに対応しているわけですの

で、三沢市としても、即これに着手できない

までも、問題が多々あるということに関して

非常に胸に響きましたので、この点につい

て、どのように三沢市は受けとめているの

か、お聞きしたいと思います。

災害時の要援護者について健康福祉部長か

ら御答弁いただきましたけれども、先ほどの

答弁の中で、もう個別計画は策定しているの

で、ちょっと確認ですけれども、実は私、昨

年、平成２２年第１回定例会におきまして、

災害時要援護者支援についての質問をさせて

いただいた経緯がございます。その折に答弁

いただきました中で、個別計画は全体計画を

策定後に検討を始めたいと考えているという

ことでありましたので、確認の意味で、個別

計画は既に作成されているのか、お聞きした

いと思います。

また、障害のある方、手帳の所持者は、そ

の当時、三沢市においては約２,０００人い

らっしゃるということで、この方々が要援護

対象者となるかについては、範囲や、また、

把握方法等を検討中となっておりましたけれ

ども、その後、この手帳の所持者について、

災害時要援護者となり得ると認められたよう

な方たちは何名ぐらいいらっしゃるか、市と

して把握できているのか、お聞きしたいと思

います。

支援の基準なのですけれども、要援護者の

方に対して、地域の支援者、民生委員の方た

ちが、市内で震度幾つ以上の地震が発生した

場合に支援の行動を起こすというようなこと

の取り決めがなされているのかということを

お聞きしたいと思います。

またあわせて、これに関連することですけ

れども、支援のためのハンドブックの作成は

あるか、支援手引書というようなものを作成

し、お願いをしている方たちに配付をされて

いるかどうか。これは、やはり地域の皆さん

が、もしものときに要援護者の方を的確に守

るという、そういう正しい知識とか心構えを

日ごろから習得しておくことが大切であると

いうことを思っておりますので、ハンドブッ

ク等の作成はあるか、また、配付等をされて

いるかということをお聞きしたいと思いま

す。

こちらのボランティア活動ポイント制度で

すけれども、多くの自治体は、それぞれの自

治体の実情に合わせて導入等もしております

ので、これは市民の方からも、お元気でい

らっしゃる方たちに御褒美といいますか、そ

ういう感謝の思いも込めて、何かしらの具体

的な取り組みに向けて検討していただきたい

と思っていますので、この辺も、何か現実に

可能性のあるものを考えていただけないかと

いうふうに思っていまして、再度お聞きした

いと思います。

最後に、ブックスタート事業について教育

長から御答弁いただきましたけれども、本当

にありがたいことだと思っておりました。

このブックスタート事業は、既に皆様も御

承知のとおりですけれども、地域の人たちが

力を合わせて行う子育て支援活動というのが

大前提なわけです。ですので、図書館、保健

センター、子育て支援センター、ボランティ

アの方々が、赤ちゃんの幸せを願っての気持

ちを共有するという意味合いが、それぞれの

専門性を生かしながら実施している事業なわ

けですので、例えば、千葉県の浦安市におい

ての御紹介なのですけれども、ブックスター

トパックを手渡しているのです。

そのパックといいますのは、かわいらしい

手提げかばんの中に絵本、そしてまた、絵本

リスト、お話会の案内ですとか、子育てに役

立つ資料、図書館の登録カード等をその中に

入れてお渡ししているのです。

これは、どういう効果があるかというふう

に考えますと、その場だけで、絵本をいただ

いて、ああよかった、うれしい、楽しかった

ねという思いから、さらに継続させる、連動

させていくという、折々に、日常生活の中

で、やはりお母様が常に絵本に対しての思い

を持ち続けられる一つのお道具だというふう

に思っているのです。
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そういう意味で、ブックスタートの趣旨を

添えたカードであるとか、さまざまものを、

市として考えられるものを一緒にここに盛り

込んで差し上げたらいかがかなというふう

に、そんなふうに思っていますので、これま

で、４、５、６と３カ月実施していただきま

したけれども、今後に向けて、活動をさらに

充実、また拡充していくための取り組みをし

ていただきたいなというふうに願っておりま

すので、この点についてお伺いさせていただ

きたいと思います。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 被災者支援シス

テムの再質問にお答えさせていただきます。

既に申請している自治体等に照会をいたし

ましたところ、先ほど御答弁申し上げました

とおり、正確性を確立するための住民基本台

帳データの取り組みでありますとか、それに

伴って、セキュリティーの対策等の問題も出

てくるというようなことを情報としてお聞き

したところであります。

今後、さらに情報収集による研究をしてま

いりたいというふうに考えております。

また、被災者支援システムについての研究

をする上でも、このシステムの利用許可証を

取得することが必要でありますことから、被

災者支援システムサポートセンターへの申請

も考えてまいりたいというふうに考えており

ます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問の災

害時要援護者につきましてお答え申し上げた

いと思います。

まず、第１点目の個別計画につきましての

お話でございますけれども、実は、この災害

時要援護者計画でございます。これにつきま

しては、先ほど最初の答弁にございましたよ

うに、ことしの２３年２月に制定いたしまし

て、実は、これにつきまして、活動というこ

とで、今、民生委員の方、町内会への説明、

また、介護専門員の方等に順次、今、依頼し

ておりまして、これが全部終わりました段階

で、順次、この個別計画に基づいて、調査と

いうものに入っていく段取りになってござい

ます。年内にこれを取りまとめたいというこ

とで考えておりました。

それから、要援護者、何名ぐらいいらっ

しゃるのかという御質問だと思いますけれど

も、実は、前のときには２,０００名ほどと

いうことでのお話があったということで、私

も議事録等で確認しております。

実は、今、この計画をきちんとまとめまし

て、対象者につきまして、ある程度きちんと

定義した段階でございますけれども、大体６

５歳以上で構成される世帯でございますけれ

ども、こちらのほうでおよそ１,５００世帯

ということで押さえております。また、介護

度４級、５級の認定を受けている６５歳以上

の高齢者の方が大体５００人程度。また、障

害者等々も含めまして、対象者が大体２,５

００名程度ということで、こちらのほうで押

さえております。

今後また、順次、これについては調査を入

れていきたい思っております。

それから、もう一つございました。震度幾

つあたりをめどにということでございますけ

れども、これは、市には地域防災計画等がご

ざいますので、当然、避難勧告、避難指示等

が出た段階で、これらの地域の支援者の

方々、また、民生委員の方々に瞬時に連絡を

いたしまして、対応していきたいというふう

に考えてございます。

それから、もう一つございました。ハンド

ブックでございますけれども、実は、このハ

ンドブックにつきましては、対象者の方が高

齢者、障害者の方だということで、うちの担

当のほうでもいろいろと議論になりました。

とりあえずこれらの方々にきちんと登録して

いただくために、おのおのの地域の支援者ま

たは民生委員会の方と一緒に入りまして、ま

た、コーディネートとか補佐という形で入り
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まして、これを順次進めていきたいというふ

うに考えておりますので、今、ハンドブック

をすぐ云々というよりも、この方々にきちん

と御説明申し上げるということで、そういう

介添えの方々をきちんと把握いたしまして、

この取り扱いについて万全を尽くしたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再質問にお答えい

たします。

乳児期のブックスタート事業の充実・拡大

については、現在、絵本でコミュニケーショ

ンを趣旨に、図書館で実施している幼児期対

象の赤ちゃん絵本コーナーへの参加を推進

し、幼児を含め、親子の触れ合い、読書生

活、読み聞かせのきっかけにしたいと思って

います。

また、本事業において、春日議員さんの御

指摘の地域一体となるような形、本市では、

健康診査と図書館事業との連携を促進し、将

来的には、児童・生徒への読書習慣を通した

心の豊かさの育成へとつなげていきたいと考

えています。

千葉県浦安市の絵本入れバッグの支給につ

いては、本市においても、４カ月児健康診査

時に、絵本と一緒に絵本入れバッグと絵本で

コミュニケーションというリーフレット及び

図書館利用申込書を添えてプレゼントしてお

ります。

なお、これがその袋でございます。絵本も

２冊持ってきておりまして、このような形

で、セットで今は差し上げております。でき

れば、この中に市長さん等のメッセージが今

後入ってもらえれば、もっと親御さんたちが

喜ぶのではないかと私個人としては思ってお

ります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 答弁漏れがあったみ

たいですから、健康福祉部長のほうから先に

答弁させますから。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 大変申しわ

けありません。答弁漏れがございましたの

で、再質問にお答えさせていただきます。

地域支援事業における介護予防を、当該計

画の目的等が同じことから、介護予防教室の

充実をまず最初に、今後とも図ってまいりた

いということで、御了解いただきたいと思い

ます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １１番。

○１１番（春日洋子君） 最後に、再々質問

ですけれども、先ほどの、昨年の２２年第１

回定例会においての、その後の状況をお聞き

したいと思います。私が災害時の要援護者支

援についての、支援対策の有効な手段とし

て、その一つに救急医療情報キットの導入の

提案をさせていただいておりました。その折

の答弁によりますと、導入するについて、前

提となるのが消防本部、病院との意思疎通が

なされなければならない。さらには、民生委

員などとも協議をしたい。その上で、有効性

等も検証してまいりたいということでござい

ました。１年余り経過いたしましたけれど

も、その後、協議等はどのような状況である

か、お聞きしたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） ただいまの

再々質問、救急キットの御質問についてお答

え申し上げます。

実は、救急キットでございますけれども、

要援護の今の計画の中に個別支援計画という

のがございまして、この中に、これは個々の

要援護者からのデータとして入る部分ですけ

れども、避難所への経路、避難時等の注意事

項、それから医療関係情報、これは病院名と

か、それから病名、薬等、こういう部分が

入っておりまして、これらを、今回、個別支

援計画ということで、個々の援護者のデータ

として取り込もうということで考えておりま

した。

これにつきまして、消防とも、担当の者と

も協議いたしまして、とりあえず、今ある要
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援護の計画の中に個別支援計画がございます

ので、これを充実させていきたいということ

で、御理解いただきたいと思います。よろし

くお願いいたします。

○議長（馬場騎一君） 以上で、１１番春日

洋子議員の質問を終わります。

─────────────────

○議長（馬場騎一君） 本日の日程は終了し

ました。

なお、明日から６日までは、特別委員会審

査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、７日午前１０時から会議を

開きます。

本日は、これをもって散会します。

午前１１時５２分 散会


